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1. 研究成果の概要 

① 研究構想にかかる成果 

＜実施したこと＞ 

当初より計画していた 2 点を行った。その第一は脱化石燃料シナリオを描くことであり、その第二はエネルギー

システムの変化がマクロの家計消費の変化並びに所得階層別や貧困といった分配にあたえる影響を明らかにす

ることである。さらに当初計画に追加して日本グループの経済モデルと相手機関のエネルギーシステムモデルの統

合を行い、論文として取りまとめた。 

 第一の脱化石燃料シナリオを描くために、エネルギーシステムモデルとしては相手機関と当該グループが保有す

る 2 つのモデル、すなわち、MESSAGE(相手側機関、Fricko et al., 2017)および AIM/Technology(Oshiro 

et al., 2022)の両方を扱い、モデル比較分析を行った。また、当初計画に沿って、合成燃料、アンモニア、水素

の利用などを前提としたモデル改良を行った。これらをエネルギーシステムモデルに導入し、シナリオの定量化を行

った。 

 第二の家計消費、所得階層別、貧困影響等については、既存のエネルギーシステムモデルへ経済モデルを

結合することが必要となり、経済モデルでも特に家計消費に焦点を当てたモデル AIM/PHI（Fujimori et al., 

2020）を結合した。また、エネルギーシステムモデルMESSAGEや AIM/Technologyだけでは各種財の価格

などを考慮できないので、当該グループが保有する応用一般均衡モデルである AIM/Hub を用いてそれらを扱っ

た。 

 追加実施の第三の作業に関しては、主として論文とりまとめ作業を行った。 

＜得られた成果＞ 

脱化石燃料シナリオについては、今世紀前半で大きくエネルギーシステムに負荷がかかり、水素、合成燃料

の製造のために、通常の脱炭素化以上に再生可能エネルギーの導入が必要であることが分かった。経済的に

は通常の脱炭素化と脱化石に大きな差は見られなかったが、物理的な側面での挑戦が多くあると思われる。な

お本作業を取りまとめた論文は現在、査読中である。 

二つ目の分配影響は、貧困、飢餓、ジニ係数、食糧貧困などは軒並み脱炭素化に伴って悪化する可能性

があることがわかった。ただし、それは炭素税収を利用することで部分的に解消されるが、それでも今世紀後半

はそもそも排出量がなくなることから、炭素税収も見込めないことがわかった。なお本作業を取りまとめた論文は

現在、査読中である。 

三つ目の作業については無事論文が採択され、Nishiura et al.(2024)という形で出版された。 

 

② 国際頭脳循環の促進にかかる成果 

＜実施したこと＞ 

主として以下 3点を実施した。 

第一に、ビギナーとしての 3か月滞在を博士学生の森翔太郎が行った。上記の化石燃料シナリオに取り組ん

だ。滞在は 2024 年 6 月から 8 月であったが、滞在後も 2 週間に 1 回程度のオンラインミーティングを PI（研

究代表者）と先方の研究者らで持ち、論文提出に至った。 

第二に、相手機関の研究者である Philip Hackstock が招へいされ約 1 か月京都大学に滞在した。滞在

中には本研究成果のデータベースの扱いなどについて議論を行い、研究室で特別セミナーも実施し研究内容

等についてレクチャーを行ってもらった。 

第三に、シニア研究者 4 人が 1 週間から 10 日程度の相手側機関滞在を行った。これらではこれまで進め

てきた共同研究の詰めに関する打ち合わせや今後の研究に関する議論を行った。また、次年度以降にクロスア

ポイントメントポジションを作るための詳細な議論を行った。 



 

＜得られた成果＞ 

若手の相手機関での滞在を通じた研究は順調に進んでいて、それぞれの成果も順次論文化されてきている。

一方、シニアのほうでは研究の方向性を含めた議論ができ、次年度での取り組み等も明確になった。また、クロ

スアポイントポジションを作ることに成功した。 
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